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１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切捨て表示）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期
15年 9月中間期
16年 3月期

中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期 2 69 -
15年 9月中間期 18 51 -
16年 3月期 25 73 -
(注)①持分法投資損益 16年9月中間期       -   百万円 15年9月中間期       -   百万円 16年3月期       -   百万円
     ②期中平均株式数 16年9月中間期  14,299,915 株 15年9月中間期  14,299,915 株 16年3月期  14,299,915 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円 銭 円 銭

16年 9月中間期 7 00 -
15年 9月中間期 7 00 -
16年 3月期 - 14 00
（注）16年 9月中間期中間配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期 21
15年 9月中間期 55
16年 3月期 78
(注)①期末発行済株式数 16年9月中間期  14,299,915 株 15年9月中間期  14,299,915 株 16年3月期  14,299,915 株
 　 ②期末自己株式数　 16年9月中間期              85 株 15年9月中間期              85 株 16年3月期              85 株

(4)キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 　　　　　　　　
15年 9月中間期 　
16年 3月期 　

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
１株当たり年間配当金

期末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 7 00 14 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   15 円 04 銭 

※　上記の予想は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照下さい。
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添付資料 

１. 企業集団の状況 

（１）企業集団の概況 

   当社の企業集団は、当社、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱日立製作所、

関連会社㈱よみうりソフト、及び親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱の関連会社

㈱よみうりコンピュータで構成され、コンピュータソフトウェアの開発等のソフトソリュ

ーション提供事業及び、ハードウェアとパッケージソフトを組合せたシステム構築による

システムソリューション提供事業並びに、ハードウェアの販売・付帯するサービス提供事

業を行っております。 

    当グループ事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

    ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン             ：当社がソフトウェアの開発、保守業務を担当し販売する

ほか、親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱

日立製作所が製造販売しているソフトウェアの一部を

当社が提供しております。 

 

システムソリューション             ：当社が、開発したパッケージソフトを中心にハードウェ

アを組合せ、また、ソフトウェアを含めたシステム構築

を行い販売しております。また、構築されたシステムの

一部を親会社日立ソフトウェアエンジニアリング㈱、㈱

日立製作所、関連会社㈱よみうりソフト、親会社日立ソ

フトウェアエンジニアリング㈱の関連会社㈱よみうり

コンピュータに提供しております。 

 

    サービスソリューショ            ン:上記のソフトソリューションとシステムソリューション

を統合してサービスソリューションとしております。 

 

     情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス            ：当社が、インストール、パソコン組立、ソフトウェアの品

質評価等各種サービスを親会社日立ソフトウェアエンジ

ニアリング㈱に提供する他、親会社日立ソフトウェアエン

ジニアリング㈱、㈱日立製作所からコンピュータ、ＯＡ機

器等を仕入れ、当社が情報処理機器を販売しております。 
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（２）事業の系統図 

（注）1.親会社（* 印）は有価証券報告書を提出しております。 
   2.当社は子会社を有しておりません。 
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２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社は、日立ソフトグル－プの一員として、「真実一路」の経営理念のもと、自主技術・製品

の開発を通じて社会に貢献することを企業活動の基本としており、ソフトウェア技術力を基盤

として、得意分野の技術と業務ノウハウを統合したソリューションをユーザに提供できる「ト

ータルソリューションプロバイダー」を目指しております。 

この目標を実現するため、次の基本方針を掲げ、事業の発展、拡大を図っております。 

①特色ある自社開発パッケージを核とした事業展開 

②新製品・新事業基盤の確立と新市場の開拓 

③プロジェクトマネジメント力・価格競争力の徹底強化 

④営業力拡充と間接販売チャネルの強化 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営目標と位置づけております。しかしながら、当

社が属する情報サービス業界では、熾烈な技術・価格競争が展開されており、こうした競争に

勝ち抜くためには、EC/EDI・Web/CRM・モバイル・セキュリティなどの分野における急速な技術

革新に対応した新製品・新技術の開発が必要です。このため研究開発投資、設備投資等の積極

的な先行投資が必須であります。このような状況を勘案し、株主に対する配当につきましては、

業績に対応した配当を行うことを基本とし、競争力を維持・強化、財務体質の強化、配当水準

と配当性向などを総合的に検討して決定してまいります。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社は、株主資本利益率（ＲＯＥ）を重要な経営指標と位置付け、中期的にその向上を目指

して取組みを強化し、株主の皆様の期待に応えていきたいと考えております。また、配当性向

につきましては、３０％以上を継続的に実現することを目指したいと考えております。 

 

（４）中期的な経営戦略 

当社は、「トータルソリューションプロバイダー」として社会に貢献することを経営目標とし

ております。ソフトソリューション事業は、当社の基盤事業であり、着実な事業拡大を目指し

てまいります。従来同様ＯＳ／基幹ミドルウェアや、業務アプリケーションソフト（金融、公

共、通信、産業、流通の各業界向け）の開発を中心にしつつ、顧客ニーズにマッチした発展性

のある事業を推進してまいります。 

一方、システムソリューション事業は、当社成長の牽引役と位置づけ、得意分野への資源集

中により高付加価値化と競争力の向上を図ってまいります。EC/EDI・Web/CRM・モバイルの各ソ

リューション分野では自社パッケージの開発、並びに他社有力製品との組合せによるシステム

インテグレーションの拡大を図ってまいります。更に組込みソフト、レガシーマイグレーショ

ンサービス、ストレージ、セキュリティ関連のソリューション分野につきましても、積極的に

アライアンスや新規顧客開拓に努め、事業の高付加価値化を推進してまいります。 

また Web を活用した情報発信の強化、有力パートナーとの販売提携、営業要員の増強などを

推進し、販売力を総合的に向上してまいります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識しており、当社役員及び社

員の行動規範として「日立ビジネスソリューション企業行動基準」を制定して、公正かつ透

明な企業行動、法と正しい企業倫理に基づく行動、経営及び技術情報の価値の尊重等につい

て徹底を図っております。また今般、人権尊重、国内外のルール遵守の精神について、より

一層高揚させるため、「企業行動基準」の改定をいたしました。 
 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、監査役制度を採用しております。平成１６年６月２１日に開催した定時株主総会

において、社外取締役１名、社外監査役２名を改選し、この体制を継続いたしました。さら

に、取締役の職務執行成果を単年度毎に評価できるように、定款に定める取締役の任期を１

年とすることで、コンプライアンス重視の経営体制を実現しております。 

また企業・従業員の行動規範を記した「ビジネス倫理ハンドブック」を全社員に配布し、

コンプライアンス意識の向上に努めております。情報漏洩対策については情報セキュリティ

ポリシーを制定し、社員教育及び監査を計画的に実施しております。さらに、輸出管理に関

しては委員会を設置し、法令遵守のための体制整備を図っております。 

公認会計士監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、月次及び、

期末に監査を実施しております。 

顧問弁護士については、森・濱田松本法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じてアド

バイスをいただいております。 

 

３．経営成績及び財政状態 

３．１経営成績 

（１）当中間期の概況 

日本経済は、輸出、企業設備投資などが緩やかに増加しており、製造業の一部を中心に景気

回復傾向が次第に本格化し、企業業績の改善傾向が定着してきております。 

情報サービス産業は、インターネットの普及やモバイル機器の進歩等、目まぐるしい技術革

新により、市場全体では拡大傾向が持続すると見られているものの、そうした持ち直しの動き

が企業の情報化投資に波及する兆しは依然として不透明のままであります。 

こうした状況のもと、積極的な受注活動を推進するとともに、市場ニーズに基づいたパッケ

ージや新ソリューションを開発し、新たな事業分野の開拓に努めてまいりました。 

 

当中間期のソフトソリューション事業では、金融・保険業界向け「保険設計書 Web システム」、

｢個人年金資料請求 Web システム｣を受注・納入いたしました。 

公共向けでは、「年金管理システム」、「統計情報処理システム」を受注・納品いたしました。 

通信業界向けでは、「次世代ネットワーク管理システム」の開発に参画いたしました。 

産業・流通業界向けでは、「化学製品生産管理システム」、「販売物流システム」、「電力検針シ

ステム」を受注・納入いたしました。これらにより、顧客の拡大ならびに受注高の拡大に注力

してまいりました。 
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一方、システムソリューション事業では、CRM ソリューション分野において、新聞販売店向

けの新システム「NewsSystem」の販売を開始いたしました。 

EC/EDI ソリューション分野では、自動車業界向け EC/EDI「Windy シリーズ」の機能強化と大

手サプライヤ業界への納入を開始いたしました。 

ストレージ関連サービスについては、厖大なメールデータを迅速にバックアップ＆リカバリ

する「メールｏｎストレージ」、メールデータを効率よく世代管理する「データライフサイクル

マネジメント（DLCM）アーカイブソリューション」を追加し、品揃えを強化いたしました。 

レガシーマイグレーション分野では、大口案件を受注いたしました。 

モバイルソリューション分野では、携帯電話、PDA、PC からインターネットを経由してオフ

イス/自宅の PC にリモートアクセスできる「DoMobile サービス」の拡販に努めました。組込み

Java 向け Web ブラウザ「JSurf Engine」の応用範囲を拡大させるとともに、各社の携帯電話に

適用できるようにいたしました。 

 

新たなソリューション事業の展開として、秘密分散法コンソーシアムに加盟し情報セキュリ

ティー対応事業を立上げました。具体的には、ＵＳＢフラッシュメモリを利用してパソコンの

ファイルやフォルダを割符化することで高いセキュリティを実現するパッケージ「モバイル割

符」、並びにネットワーク型製品「電子割符データエスクロー」を開発し、販売を開始いたしま

した。 

 

情報機器・サービス事業では、利益幅の薄い機器販売を圧縮させ、ソフトソリューション、

システムソリューションの両事業へ資源を集中しつつあります。 

 

経営体質強化の面においては、高付加価値事業構造の確立に向けて、プロジェクト管理体制

の抜本的強化、並びに生産性の飛躍的向上と徹底した原価低減の実現による高収益構造の実現

を図ってまいりました。 

 

また、上記の事業展開を機動的に実行できるようにするため、４月１日付で事業部組織の抜

本的見直しを図りました。さらに、事業拡大、体質改善、情報発信を主眼とした全社運動「High 

Spirit 200」をスタートさせております。 

 

５月には、人材確保、外注政策などの観点で本社事務所を横浜に移転しました。このため、

一時費用は増加しましたが、将来に向けて競争力の確保を図りました。 

 

以上の結果当中間期においては、 

受注高は   ６７億１千１百万円（前年同期比９２％） 

売上高は   ６６億１千万円  （前年同期比９２％） 

経常利益は   ３億１百万円  （前年同期比７１％） 

中間純利益は    ３千８百万円（前年同期比１５％）となりました。 
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（２）平成１７年３月期の見通し 

当社が属する情報サービス業界では、新規参入、価格破壊による受注価格の低下等、企業間

競争が一段と激化し、選別と淘汰の時代が続いております。このような環境のもと、「知価創造」

をモットーとして、得意分野への資源集中による事業規模の拡大と収益確保を目指し、当期の

各種重点施策を今後も継続し、東証１部上場企業としての社会的使命とコンプライアンスを強

く自覚しながら、全社一丸となって目標達成に努力する所存です。 

 

平成１７年３月期の業績見通しは次のとおりです。 

売 上 高    １４５億円     （前期比１００％） 

     経 常 利 益       ６億８千６百万円（前期比１０２％） 

     当期純利益       ２億６千５百万円（前期比６３％） 
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３．２財政状態 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は２１億８千８百万円となり、前期

末に比べ３千５百万円減少致しました。 

各キャッシュ・フローの状態は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により増加した資金は２億９千３百万円となりました。これは主に、売上債権の減

少額１２億２千９百万円、減価償却費１億２千６百万円等による増加と、仕入債務の減少額１

１億２千８百万円等による減少によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は２億２千８百万円となりました。これは主に、有価証券及び

投資有価証券の取得による支出１８億８千７百万円、定期預金の預入による支出４億円、差入

敷金保証金の支払による支出１億５千５百万円等による減少と、有価証券及び投資有価証券の

売却・償還による収入２１億１千５百万円等による増加によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は１億円となりました。これは、配当金の支出によるものであ

ります。 

 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１５年９月期 平成１６年９月期 

自己資本比率（％） 76.4 72.5 75.0 76.0 

時価ベースの自己資本比率（％） 75.5 88.8 86.7 73.4 

債務償還年数（年） － － － － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） － － － － 

（注）上記指標の計算式は下記のとおりであります。 

１．自 己 資 本 比 率：自己資本／総資産 

           （決算短信に掲記されている「株主資本比率」と同じ数値であります。） 

２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

３．債 務 償 還 年 数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

           （中間期は営業キャッシュ・フロー×２で算出。） 

４．ｲﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
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４.個別財務諸表等 

（１）比較貸借対照表 

 

(単位：百万円)

当中間会計期間末 前中間会計期間末
(平成16年９月30日現在) (平成16年3月31日現在) (平成15年９月30日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

【資　産　の　部】

Ⅰ流  　動　  資　  産 ６,６９４ ４７.３ ８,２３５ ５５.０ △  １,５４０ ７,８５７ ５４.６ 

1. ３８４ ５２０ △  １３５ ２０２ 

2. ０ １ △  １ ８ 

3. ３,５５６ ４,７８５ △  １,２２８ ４,６６２ 

4. ６００ ９０１ △  ３００ ６５５ 

5. ３２５ ４２５ △  １００ ４３０ 

6. １,３０４ １,２０３ １００ １,５０２ 

7. ３７９ ３８６ △  ７ ３４１ 

8. １４８ １８ １３０ ６１ 

9. △  ４ △  ６ １ △  ７ 

Ⅱ 固  　定　  資　  産 ７,４６２ ５２.７ ６,７４１ ４５.０ ７２１ ６,５３８ ４５.４ 

1. １４２ １.０ １９１ １.３ △  ４９ ２１４ １.５ 

( 1) ６８ １２９ △  ６１ １４１ 

( 2) ７４ ６１ １２ ７３ 

2. ８７４ ６.２ ４４０ ２.９ ４３４ ４９２ ３.４ 

( 1) ３９１ ―  ３９１ ―  

( 2) ４８０ ４３７ ４２ ４８９ 

( 3) ３ ３ ―  ３ 

3. ６,４４５ ４５.５ ６,１０８ ４０.８ ３３６ ５,８３０ ４０.５ 

( 1) ４,８３６ ４,７５３ ８３ ４,８２７ 

( 2) ２０ ２０ ―  ２０ 

( 3) ３３４ ３８２ △  ４７ ４３２ 

( 4) ２４８ ３１８ △  ６９ ２１５ 

( 5) ７００ ５００ ２００ ―  

( 6) ３０５ １３４ １７０ ３３４ 

１４,１５７ １００.０ １４,９７６ １００.０ △  ８１９ １４,３９６ １００.０ 

工 具 器 具 備 品

そ の 他

資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

営 業 権

長 期 定 期 預 金

投資その他の資産

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

建 物

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

期　別 
対前 期 末
比較増減額

た な 卸 資 産

親 会 社 預 け 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

前事業年度要約貸借対照表
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(単位：百万円)

期　別 当中間会計期間末 前中間会計期間末
(平成16年９月30日現在) (平成16年3月31日現在) (平成15年９月30日現在)

 科　目 金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

【負　債　の　部】

Ⅰ ２,３６１ １６.７ ３,１５５ ２１.１ △  ７９３ ２,７３４ １９.０ 

1. ３９６ １,５２５ △  １,１２８ １,０６６ 

2. ５５４ １５ ５３９ ２３０ 

3. １,０３６ １,０６０ △  ２３ ９４８ 

4. １５２ ２７１ △  １１８ ２７３ 

5. ８ １７ △  ９ ８ 

6. １１２ １８６ △  ７３ １３８ 

7. ５０ ２９ ２１ １８ 

8. ２０ １９ ０ １９ 

9. ２７ ２９ △  ２ ２９ 

Ⅱ １,０３９ ７.３ ９６４ ６.４ ７５ ８５７ ６.０ 

1. ９４９ ８５８ ９０ ７７８ 

2. ８９ １０５ △  １５ ７９ 

３,４００ ２４.０ ４,１１９ ２７.５ △  ７１８ ３,５９２ ２５.０ 

【資　本　の　部】

Ⅰ ３,５６０ ２５.１ ３,５６０ ２３.８ ―  ３,５６０ ２４.７ 

Ⅱ ４,５５４ ３２.２ ４,５５４ ３０.４ ―  ４,５５４ ３１.６ 

４,５５４ ４,５５４ ―  ４,５５４ 

Ⅲ ２,６２６ １８.６ ２,７３８ １８.３ △  １１１ ２,６８５ １８.７ 

1. １１０ １１０ ―  １１０ 

2. １,６９６ １,５０９ １８６ １,５０９ 

3. ８２０ １,１１８ △  ２９８ １,０６５ 

(３８) (４１７) (△  ３７９) (２６４)

Ⅳ １６ ０.１ ５ ０.０ １０ ５ ０.０ 

Ⅴ △  ０ △  ０.０ △  ０ △  ０.０ ―  △  ０ △  ０.０ 

１０,７５６ ７６.０ １０,８５７ ７２.５ △  １０１ １０,８０４ ７５.０ 

１４,１５７ １００.０ １４,９７６ １００.０ △  ８１９ １４,３９６ １００.０ 

対前 期 末
比較増減額

買 掛 金

未 払 金

流 動 負 債

前事業年度要約貸借対照表

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

未 払 消 費 税 等

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

退 職 給 付 引 当 金

前 受 金

プログラム補修引当金

そ の 他

固 定 負 債

役員退職慰労引当金

負 債 ・ 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

(うち中間( 当期) 純利益)

自 己 株 式

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 準 備 金
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（２）比較損益計算書 

 

( 単位：百万円)

期　別

 科　目 金　　額
百分比
（％）

金　　額
百分比
（％）

金　　額
百分比
（％）

６,６１０ １００. ０ ７,１６２ １００. ０ △  ５５１ １４,５５４ １００. ０ 

５,６１６ ８５.０ ６,０７３ ８４.８ △  ４５７ １２,５６２ ８６.３ 

９９４ １５.０ １,０８８ １５.２ △  ９４ １,９９２ １３.７ 

７２３ １０.９ ６８９ ９.６ ３３ １,４０４ ９.７ 

２７０ ４.１ ３９８ ５.６ △  １２７ ５８７ ４.０ 

３２ ０.５ ２８ ０.３ ３ ９２ ０.６ 

( ) (１８) (１６) (１) (３２)

( ) (１２) (１０) (１) (５７)

( ) (２) (１) (０) (２)

２ ０.０ ２ ０.０ △  ０ ４ ０.０ 

( ) (２) (２) (０) (３)

( ) (０) (０) (△  ０) (０)

３０１ ４.６ ４２５ ５.９ △  １２３ ６７５ ４.６ 

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  

(２３６) ３.６ ―  ―  (２３６) ―  ―  

( ） (２３６) (  ― ) (２３６) (  ― )

６５ １.０ ４２５ ５.９ △  ３５９ ６７５ ４.６ 

１２７ ２２５ △  ９７ ４７０ 

１７０ ―  １７０ ―  

６９ △  ６４ １３４ △  ２１２ 

３８ ０.６ ２６４ ３.７ △  ２２６ ４１７ ２.９ 

７８１ ８００ △  １８ ８００ 

―  ―  ―  １００ 

８２０ １,０６５ △  ２４５ １,１１８ 

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

投資有 価証券売却益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 損 失

本 社 移 転 費 用

対前年同期
比較増減額

自 平成16年４月 1日
至 平成16年９月30日

税引前中間( 当期) 純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 還 付 額

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

至 平成16年3月31日

前中間会計期間当中間会計期間 前事業年度要約損益計算書

自 平成15年4月 1日自 平成15年４月 1日
至 平成15年９月30日)( )( )(
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（３）比較キャッシュ・フロー計算書 

 

 

(単位：百万円)

期　別

自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 自 平成15年4月 1日

 科　目 至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成16年3月31日

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間（当期）純利益 65 425 △ 359 675 

減価償却費 126 115 10 267 

貸倒引当金の増減額（減少：△） △ 1 △ 0 △ 1 △ 0 

ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ補修引当金の増減額（減少：△） 0 △ 9 9 △ 8 

退職給付引当金の増減額（減少：△） 90 95 △ 5 176 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △ 15 △ 24 9 0 

受取利息及び受取配当金 △ 19 △ 17 △ 1 △ 33 

投資有価証券売却益 △ 12 △ 10 △ 1 △ 57 

その他の雑収益 △ 1 △ 0 △ 0 △ 1 

固定資産除却損 2 2 0 3 

その他の雑損失 0 0 △ 0 0 

本社移転費用 236             ― 236             ―

売上債権の増減額（増加：△） 1,229 △ 442 1, 671 △ 558 

たな卸資産の増減額（増加：△） 100 △ 150 250 △ 145 

前払年金費用の増減額（増加：△） 46 59 △ 12 109 

その他の流動資産の増減額（増加：△） △ 66 △ 30 △ 35 13 

仕入債務の増減額（減少：△） △ 1, 128 160 △ 1, 289 619 

未払費用の増減額（減少：△） △ 23 △ 56 33 55 

その他の流動負債の増減額（減少：△） △ 79 △ 75 △ 3 △ 13 

　　　　　小　　計 550 41 509 1, 101 

利息及び配当金の受取額 32 25 7 49 

本社移転費用 △ 131             ― △ 131             ―

法人税等の支払額 △ 270 △ 287 16 △ 534 

法人税等の還付額 110             ― 110             ―

その他 1 △ 0 1 0 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 293 △ 221 515 618 

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 400 △ 200 △ 200 △ 500 

定期預金の払戻による収入 200             ― 200             ―

有価証券の取得による支出 △ 300 △ 400 100 △ 400 

有価証券の売却･償還による収入 600 1, 000 △ 399 1, 253 

有形固定資産の取得による支出 △ 66 △ 0 △ 66 △ 5 

有形固定資産の売却による収入 0             ― 0             ―

無形固定資産の取得による支出 △ 19 △ 62 42 △ 341 

投資有価証券の取得による支出 △ 1, 586 △ 1, 990 404 △ 3, 418 

投資有価証券の売却･償還による収入 1,515 877 638 2, 417 

長期前払費用の取得による支出             ― 0 △ 0 △ 1 

差入敷金保証金の支払による支出 △ 155             ― △ 155 △ 0 

保険積立金の積立による支出 △ 14 △ 45 30 △ 45 

保険積立金の解約による収入             ― 60 △ 60 60 

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 228 △ 761 532 △ 983 

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △ 100 △ 99 △ 0 △ 199 

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 100 △ 99 △ 0 △ 199 

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額             ―             ―             ―

Ⅴ. 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 35 △ 1, 082 △ 564 

Ⅵ. 現金及び現金同等物の期首残高 2, 223 2, 788 2, 788 

Ⅶ. 現金及び現金同等物の中間期末( 期末) 残高 2, 188 1, 705 2, 223 

当中間会計期間 前中間会計期間
前 事 業 年 度 要 約
ｷｬ ｯ ｼｭ ･ ﾌﾛ ｰ計 算 書

(

対前年同期

比較増減額)( ) ( )
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中間連結財務諸表作成に関する事項 

連結の範囲に関する事項 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成１１年大蔵省令２４号）

第５条（連結の範囲）に該当する子会社はありません。 

したがって、中間連結財務諸表は作成しておりません。 
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（４）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）関 連 会 社 株 式…移動平均法による原価法 

（2）そ の 他 有 価 証 券 

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 
 

２.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商    品      …移動平均法による低価法 

仕  掛  品      …個別法による原価法 
 

３.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…定率法 

        但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）に 

       ついては、定額法を採用しております。 

無形固定資産…定額法 
 

４.引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金           …営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については 
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収の可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 
 

プログラム補修引当金           …プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、将来発生見込額を 
            計上しております。 
 
退 職 給 付 引 当 金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。 

 
役員退職慰労引当 金…役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内 

規に基づいて計算された額を計上しております。 
 

５.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に   

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっております。 
 

６.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

７.中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び、取得日から３か月以内に満期の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計

上しております。  
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金 384百万円 

有価証券(コマー 

シャル・ペーパー) 499 

親会社預け金 1,304 

 合 計 2,188 
 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

(平成15年９月30日現在) 

現金及び預金 202百万円 

親会社預け金 1,502 

 合 計 1,705 
 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に記載されている科目の金額との

関係 

(平成16年３月31日現在) 

現金及び預金 520百万円 

有価証券(コマー 

シャル・ペーパー) 499 

親会社預け金 1,203 

 合 計 2,223 
 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末

項           目 (平 成１６年 ９ 月３０日) (平 成１５年 ９ 月３０日) (平 成１６年 ３ 月３１日)

  １．有形固定資産減価償却

      累計額 211百万円  212百万円  231百万円  

  ２．偶発債務

      保証債務 40百万円  50百万円  41百万円  

        被保証人(従業員) 4人  5人  4人  

      上記は、従業員の金融

      機関からの住宅取得資

      金借入に対する債務の

      保証であります。

  ３．消費税等の表示    売上等に係る消費税等と仕入 同        左

 等に係る消費税等は、相殺のう

 え、流動負債に未払消費税等と

 して表示しております。

（中間損益計算書関係）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前  事  業  年  度

項           目 自  平成16年４月 １ 日 自  平成15年４月 １ 日 自  平成15年４月 １ 日

至  平成16年９月３０日 至  平成15年９月３０日 至  平成16年３月３１日

  １．減価償却実施額

        有形固定資産 17百万円  27百万円  54百万円  

        無形固定資産 108        88        212        
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(リース取引関係) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  取得価額相当額 

車両運搬具 4百万円 

工具器具備品  7 

合計   11 
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  取得価額相当額 

車両運搬具 4百万円 

工具器具備品  3 

合計   7 
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

  取得価額相当額 

車両運搬具 4百万円 

工具器具備品  7 

合計  11 
 

  減価償却累計額相当額 

車両運搬具 2百万円 

工具器具備品   0 

合計   3 
 

  減価償却累計額相当額 

車両運搬具 1百万円 

工具器具備品   2 

合計   4 
 

  減価償却累計額相当額 

車両運搬具 2百万円 

工具器具備品   0 

合計   2 
 

  中間期末残高相当額 

車両運搬具 1百万円 

工具器具備品   6 

合計   7 
 

  中間期末残高相当額 

車両運搬具 2百万円 

工具器具備品   0 

合計   3 
 

  期末残高相当額 

車両運搬具 1百万円 

工具器具備品   7 

合計   9 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 2百万円 

１年超   5 

合計   7 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 2百万円 

１年超   1 

合計   3 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2百万円 

１年超   6 

合計   9 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 1百万円 

減価償却費 

相当額 
1 

支払利息 

相当額 
0 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 1百万円 

減価償却費 

相当額 
1 

支払利息 

相当額 
0 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 2百万円 

減価償却費 

相当額 
2 

支払利息 

相当額 
0 

 
(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  ……リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 
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（有価証券関係）
Ⅰ.前中間会計期間末　(平 成１５年 ９ 月３０日現在)

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当する有価証券はありません。

２. その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差    額

(1) 株式 37 百万円 50 百万円 12 百万円

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 4,056 4,058 1

その他 1,240 1,234 △  5

(3) その他 100 100 ―

合　　計 5,434 5,443 9

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 40 百万円

Ⅱ.当中間会計期間末　(平 成１６年 ９ 月３０日現在)

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当する有価証券はありません。

２. その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表計上額 差    額

(1) 株式 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 3,926 3,950 23

その他 943 947 3

(3) その他 499 499 △  0

合　　計 5,370 5,397 27

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 40 百万円

Ⅲ.前事業年度末　(平 成１６年 ３月３１日現在)

１. 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当する有価証券はありません。

２. その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 貸借対照表計上額 差    額

(1) 株式 6 百万円 10 百万円 3 百万円

(2) 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 4,255 4,266 10

その他 843 838 △  5

(3) その他 499 499 0

合　　計 5,605 5,614 9

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 40

関連会社株式

　 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、時価のある関連会社株式はありません。
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（デリバティブ取引関係） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５.生産、受注及び販売の状況 

 （１）部門別売上高 

 

( 単位：百万円)

期　別 　当中間会計期間　 　前中間会計期間　 前事業年度

自平成16年4月 1日 自平成15年4月 1日 対前年 自平成15年4月 1日
至平成16年9月30日 至平成15年9月30日

同期比
至平成16年3月31日

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 4, 583 69. 3 4, 429 61. 9 103 9, 140 62. 8 

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 1, 135 17. 2 1, 312 18. 3 86 2, 411 16. 6 

小 計 5, 719 86. 5 5, 742 80. 2 100 11, 551 79. 4 

891 13. 5 1, 419 19. 8 63 3, 003 20. 6 

6, 610 100. 0 7, 162 100. 0 92 14, 554 100. 0 

サ

ー

ビ

ス

ソ

リ

ュ

ー

シ

ョ

ン

情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス

合       計

( ) ( ))

％

( )

％％ ％

(注)１.サービスソリューション

①ソフトソリューション

　　ＯＳ／基幹ミドルウェアやアプリケーションソフト（金融・官公庁・産業・流通等）を中心とした

　ソフト開発の提供

②システムソリューション

　　Ｗｅｂ、ＥＣ／ＥＤＩ、ＣＲＭ、モバイルソリューション分野を中心に、自社パッケージの開発

　並びに他社有力製品との組合せによるＳＩと、組込みソフト・ストレージ応用のソリューションを提供

 　 ２.情報機器・サービス

　情報機器の販売及び、情報機器に付帯する各種サービスの提供
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（２）部門別受注高 

 

 

（３）部門別受注残高 

 

 

( 単位：百万円)

期　別 　当中間会計期間　 　前中間会計期間　 前事業年度

自平成16年4月 1日 自平成15年4月 1日 対前年 自平成15年4月 1日
至平成16年9月30日 至平成15年9月30日

同期比
至平成16年3月31日

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 4, 583 68. 3 4, 595 62. 9 100 9, 431 63. 1 

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 1, 254 18. 7 1, 306 17. 9 96 2, 444 16. 4 

小 計 5, 838 87. 0 5, 901 80. 8 99 11, 876 79. 5 

873 13. 0 1, 402 19. 2 62 3, 061 20. 5 

6, 711 100. 0 7, 303 100. 0 92 14, 938 100. 0 合       計

サ

ー

ビ

ス

ソ

リ

ュ

ー

シ

ョ

ン

情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス

％

( ) ( ))( ) ) ( ))

％

(

％ ％

( 単位：百万円)

期　別 　当中間期末　 　前中間期末 前事業年度末

対前年

同期比

 区　分 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

ソ フ ト ソ リ ュ ー シ ョ ン 526 51. 7 401 59. 6 131 526 57. 5 

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 403 39. 6 242 36. 0 166 283 30. 9 

小 計 929 91. 3 644 95. 6 144 810 88. 4 

88 8. 7 29 4. 4 297 105 11. 6 

1, 017 100. 0 673 100. 0 151 916 100. 0 

サ

ー

ビ

ス

ソ

リ

ュ

ー

シ

ョ

ン

情 報 機 器 ・ サ ー ビ ス

合       計

( 平成16年3月31日現在)( 平成15年9月30日現在)( 平成16年9月30日現在)

％ ％％ ％


